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1. 要旨

今回の記事が示す提言案の核心は、知的財産を単なる権利保護の対象ではなく、企業・産業・

国家の「稼ぐ力」そのものとして再定義しようとしている点にある。とりわけ、アニメ、ゲー

ム、マンガ、音楽、実写映像を中心とするコンテンツ産業について、公的投資を今後5年で

5,000億円以上、すなわち年1,000億円規模へ引き上げる構想は、文化政策というよりも、成長

戦略、通商戦略、資本市場改革、経済安全保障を横断する産業政策として読むべきである。 1  

2

この提言案は突然出てきたものではない。2025年の自民党知的財産戦略調査会提言では、政府

の公的投資を早期に2,000億円以上へ引き上げる方向が示されており、コンテンツ産業を「新た

な成長産業」と位置づけていた。 3  さらに政府の「知的財産推進計画2025」は、知的資本を

最大限活用するIPトランスフォーメーションを掲げ、AI・デジタル時代の知財制度、国際標準

戦略、コンテンツと地方創生を政策の柱に据えた。 4

2. 記事の主要ポイント整理
記事に含まれる提言案の柱は、大きく五つに整理できる。第一に、コンテンツ産業への公的投

資を5年で5,000億円以上へ拡大すること。第二に、有価証券報告書で知的財産の開示を促す制

度を創設し、企業価値評価と知財戦略を結びつけること。第三に、日本発技術の国際標準化を

強化し、政府内に「標準戦略監」のような司令塔ポストを設けること。第四に、AIの普及に伴

うキャラクター、声、肖像、著作物等の権利侵害に対応すること。第五に、海賊版や侵害行為

に対し、被害回復と侵害者利益の剥奪を可能にする法制度を強化することである。 1

本件の政策的意味

「5年で5,000億円以上」という数字は、単なる予算増ではない。日本の知財政策を、従来の

「権利を守る政策」から、海外市場で収益化し、企業価値に反映し、再投資を生む知的創造

サイクル政策へ転換するシグナルである。

論点 提言案の方向性 政策上の狙い 主な課題

コンテンツ投資 5年で5,000億円以上
海外展開、制作力、人

材、権利者還元を強化

ばらまき化、単年度主

義、効果測定

知財開示
有価証券報告書での知

財開示制度

無形資産を企業価値に

反映

形式的開示、比較可能

性、評価手法



3. なぜコンテンツ産業が「基幹産業」扱いされるのか

日本のコンテンツ産業は、すでに文化的影響力だけでなく、経済規模の面でも無視できない水

準に達している。政府資料や関連インタビューでは、2023年の国内市場規模は13.3兆円、海外

売上は5.8兆円とされ、海外売上は2022年の4.7兆円から大きく拡大したと説明されている。 4  

5  これは、コンテンツが「一部のサブカルチャー」ではなく、輸出産業、観光誘客、地方創

生、ライセンス収入、プラットフォーム展開を横断する産業基盤になりつつあることを意味す

る。

政府は2033年までにコンテンツ産業の海外売上を20兆円規模に、クールジャパン関連産業全体

を50兆円規模へ拡大する方向を掲げている。 5  したがって、今回の5,000億円構想は、2033年

目標から逆算した中期投資パッケージとして位置づけられる。

ここで重要なのは、コンテンツ産業の競争力が作品単体のヒットではなく、IPを長期にわたり

展開・保護・再投資する能力に依存することである。米国のディズニーやマーベル、韓国のK-

POP・ドラマ産業が示すように、世界市場で大きく稼ぐためには、制作、翻訳・ローカライ

ズ、配信、イベント、マーチャンダイジング、契約交渉、権利管理、ファンコミュニティ運営

を一体化する必要がある。日本は作品の創造力では強いが、海外展開の契約力、資本力、権利

者還元、産業横断の協調では弱さを抱えてきた。

国際標準化
ロードマップ策定、標

準戦略監

技術で勝ち、ルールで

も勝つ

人材不足、民間の標準

化投資不足

AI権利保護 生成AI時代の侵害対策
クリエイター保護とAI

活用の両立

学習データ、声・肖

像、類似性判断

海賊版対策
予算拡充、侵害者利益

の剥奪
正規市場への収益還流

国境を越える執行、匿

名化、広告収益遮断

指標 数値・目標 含意

2023年の国内コンテンツ市場 13.3兆円
国内だけでも大規模な消費市場

を形成

2023年の海外売上 5.8兆円
海外収益が半導体・鉄鋼級の産

業論点に接近

2033年の海外売上目標 20兆円 約10年で3倍超を狙う野心的目標

提言案の公的投資 5年で5,000億円以上
年1,000億円規模の政策支援へ拡

大

現在の関連予算規模 年約550億円 提言案は概ね倍増要求に相当



4. 「5年で5,000億円」の意味
朝日新聞のMSN転載記事は、現在のコンテンツ関連予算を年間約550億円とし、今回の提言案

を「5年で5千億円」、つまり年1,000億円規模への倍増要求として説明している。 2  また、韓国

の関連予算が年約760億円とされ、日本の産業界からは韓国を上回る予算額と長期支援を求める

声があると報じられている。 2

この比較は象徴的である。韓国は国内市場が比較的小さいため、早い段階から海外市場を前提

に、制作支援、翻訳、マーケティング、人材育成、国際見本市、プラットフォーム展開を政策

的に組み合わせてきた。日本は国内市場が大きかったため、長らく国内収益で成立する作品づ

くりが中心になり、海外展開は個社努力やライセンス契約に委ねられがちだった。今回の提言

は、日本も海外市場を前提とした産業設計に移るべきだという問題意識を反映している。

ただし、予算規模の拡大は必要条件であって十分条件ではない。重要なのは、5,000億円を何に

使うかである。効果の高い使途としては、海外配給・宣伝支援、ローカライズ、契約・法務人

材育成、制作現場の賃金・労働環境改善、デジタル制作基盤、海賊版対策、国際共同制作、地

方ロケ・聖地巡礼との連動、IPファンドや保証制度などが考えられる。

5. 知財開示制度の狙い：知財を資本市場に接続する
記事で注目すべきもう一つの柱は、有価証券報告書で知財を開示する制度創設である。これ

は、知財政策を産業補助金にとどめず、資本市場改革へ接続する発想である。

投資対象 期待効果 注意点

海外展開支援
見本市、配信、翻訳、宣伝で売

上拡大
採択企業の固定化を避ける

クリエイター・制作人材
制作力維持、若手流入、待遇改

善

制作会社・現場への実還元が必

要

ビジネス・法務人材 契約交渉力、権利回収力の向上
作品理解のない専門人材では不

十分

海賊版対策 正規収益の保護
海外執行・広告遮断・検索対策

の連携が必要

デジタル制作基盤 VFX、VP、AI活用、制作効率化
中小制作会社へのアクセス確保

が必要

地方創生連携 聖地巡礼、ロケ誘致、観光消費
地域側の実行主体が曖昧だと形

骸化



日本では2021年のコーポレートガバナンス・コード改訂により、上場会社は人的資本や知的財

産への投資について、経営戦略・経営課題との整合性を意識し、分かりやすく具体的に開示す

ることが求められるようになった。 6  7  さらに特許庁は2025年、知財・無形資産の開示と投

資家との建設的対話を促すガイドブックを公表し、企業価値向上の道筋を示す開示の必要性を

強調している。 6

この背景には、企業価値の源泉が工場・設備のような有形資産から、ブランド、データ、ソフ

トウェア、技術、著作権、ノウハウ、顧客基盤などの無形資産へ移っているという認識があ

る。PwCの解説は、米国主要企業では企業価値に占める無形資産の比率が高い一方、日本企業

は有形資産比率が高く、無形資産投資の弱さが企業価値の伸び悩みに関係していると整理して

いる。 7

有価証券報告書で知財開示を制度化する場合、単なる件数開示では効果が薄い。むしろ、事業

戦略との接続、収益貢献、ライセンス収入、研究開発・コンテンツ投資、ブランド価値、訴

訟・侵害リスク、海外権利管理、取締役会の監督体制などを、企業ごとに比較可能な形で示す

必要がある。

6. 国際標準化：技術で勝ってビジネスで負ける構造への対抗

記事の「技術で勝ってビジネスで負ける」という問題意識は、日本の産業政策で繰り返し語ら

れてきたテーマである。優れた技術を持っていても、国際標準、認証、規制、データ仕様、相

互接続ルール、知財ライセンス条件を他国・他社に握られれば、市場支配や利益率で不利にな

る。

政府は2025年、19年ぶりに新たな国際標準戦略を策定し、官民連携の司令塔設置、重要領域・

戦略領域の選定、国際標準活動を通じた市場創出を掲げた。 4  自民党の2025年提言も、官民ハ

イレベルの司令塔、研究開発支援と国際標準化の一体推進、公共調達・補助金における標準活

用、標準化人材育成を重視していた。 3

国際標準化は、コンテンツ分野と無関係ではない。メタバース、ゲームエンジン、配信フォー

マット、デジタル著作権管理、AI生成物の表示、クリエイターID、権利情報メタデータ、海賊

版検知技術などは、標準化が進むほど市場ルールに直結する。日本が作品単位で勝つだけでな

く、権利情報や流通基盤の標準でも存在感を持てるかが、将来の収益回収力を左右する。

7. AI時代の権利保護：守るだけではなく、利用ルールを設計す
る局面

知財開示の本質

投資家が知りたいのは、特許件数や著作権の保有数そのものではない。企業がどの知財を競

争優位の源泉とし、それをどの市場で、どの収益モデルに変換し、どのように守り、再投資

するのかという価値創造ストーリーである。



生成AIの普及は、知財政策の前提を大きく変えている。クリエイターの絵柄、声、キャラクタ

ー、脚本、楽曲、映像表現が学習・模倣・生成される可能性が高まり、従来の著作権侵害判断

だけでは対応しにくい問題が増えている。政府の知的財産推進計画2025は、AI技術の進歩促進

と知的財産権の適切な保護を両立させるため、「法・技術・契約」を組み合わせる方向を示して

いる。 4

この方針は妥当である。法だけで解決しようとすると、AI開発を過度に萎縮させるか、逆にク

リエイター保護が不十分になる。技術だけに頼ると、検知・透かし・権利情報管理の精度や普

及に限界がある。契約だけに委ねると、個人クリエイターや中小制作会社が巨大プラットフォ

ームと対等に交渉できない。したがって、法制度、技術標準、契約実務、業界団体による共通

ルールを組み合わせる必要がある。

8. 海賊版対策と「侵害者利益の剥奪」

コンテンツ産業を海外で伸ばすほど、海賊版対策は重要になる。海外市場で正規配信やグッズ

展開を進める前に海賊版が市場を占拠すれば、正規収益は失われ、権利者・制作現場への還元

も細る。記事が指摘する「被害回復」と「侵害者の利益を奪う」法整備は、単なる懲罰ではな

く、正規市場の形成に不可欠な制度基盤である。 1

ただし、海賊版対策は国内法だけでは限界がある。サイト運営者、サーバー、広告ネットワー

ク、決済、SNS拡散、検索流入が国境を越えるためである。実効性を高めるには、国際的な削

除要請、広告・決済遮断、検索結果からの排除、ドメイン停止、AIによる検知、現地当局との

連携、正規版へのアクセス改善を組み合わせる必要がある。

9. 期待される効果

AI時代の争点 具体例 必要な政策対応

学習データ 著作物・画像・音声の学習利用
透明性、オプトアウト、対価還

元の検討

生成物の類似性 既存キャラクターや絵柄に酷似
類似性判断、表示、差止・損害

賠償

声・肖像
声優・俳優・著名人の声や顔の

模倣

パブリシティ権、人格的利益、

契約管理

権利情報 生成物・二次利用物の権利追跡
メタデータ、電子透かし、標準

化

海賊版自動生成 AI翻訳・加工による無断流通 検知AI、広告遮断、国際執行協力



提言案が実行されれば、日本の知財・コンテンツ政策には三つの効果が期待できる。第一に、

海外売上の拡大である。制作支援だけでなく、海外契約、翻訳、宣伝、流通、権利回収まで支

援すれば、作品の国際収益化能力は高まる。第二に、企業価値の向上である。知財開示が進め

ば、企業が持つブランド、IP、技術、データ、ノウハウが投資家に評価され、資金調達やM&A

にも影響する。第三に、創作現場への再投資である。海賊版対策や権利者還元が機能すれば、

収益がクリエイターや制作会社に戻り、次の作品を生む循環が強化される。

10. 最大のリスク：予算増が「産業構造改革」にならないこと

最も大きなリスクは、5,000億円という予算規模だけが注目され、産業構造の改革が進まないこ

とである。コンテンツ産業の課題は、制作資金不足だけではない。権利帰属が複雑で、契約慣

行が不透明で、制作現場の賃金が低く、海外展開の意思決定が遅く、法務・金融・データ分析

人材が不足し、作品ヒット後の収益が現場に十分戻らないという構造的問題がある。

したがって、政策評価は「何件支援したか」ではなく、「海外売上がいくら増えたか」「権利者

還元が改善したか」「制作現場の報酬が上がったか」「海賊版被害が減ったか」「知財開示が資本

市場評価に影響したか」「国際標準化で日本企業が有利なポジションを得たか」で行うべきであ

る。

11. 今後注目すべきポイント
今後は、提言案が政府の「知的財産推進計画2026」にどの程度反映されるかが焦点になる。と

りわけ、5年5,000億円の財源が補正予算、基金、税制、既存事業の組み替え、官民ファンドの

いずれで措置されるのかによって、政策の実効性は大きく変わる。コンテンツ制作は複数年に

またがるため、単年度予算では海外共同制作や大型企画に対応しにくい。基金や複数年度コミ

ットメントの有無が重要である。

効果 実現条件 失敗した場合のリスク

海外売上拡大
海外展開・契約・宣伝の一体支

援

補助金を受けたが売上に結びつ

かない

企業価値向上 知財開示と経営戦略の接続
開示がテンプレート化し投資家

に響かない

創作現場の強化 権利者・制作者への還元設計 大手・中間事業者に資金が偏る

国際ルール形成 標準化人材と司令塔機能 技術はあるが標準を取れない

AIとの共存 法・技術・契約の組み合わせ
AI萎縮または権利侵害放置の二極

化



また、有価証券報告書での知財開示については、金融庁、取引所、内閣府、経産省、特許庁の

制度設計が必要になる。開示義務が重すぎれば企業負担が増え、軽すぎれば形式的記載に終わ

る。投資家が比較可能で、企業が戦略を語れるバランスが問われる。

国際標準化については、「標準戦略監」のようなポストを作るだけでは足りない。企業の研究開

発、大学、業界団体、外交、公共調達、補助金を一体で動かし、標準化会議に継続参加できる

人材と予算を確保する必要がある。

12. 結論

今回の記事が伝える提言案は、日本の知財政策が次の段階へ移る可能性を示している。従来の

知財政策は、特許、著作権、商標を守る制度論として語られがちだった。しかし、今回の提言

案は、知財を企業の収益力、産業の輸出力、資本市場の評価、国際標準、AI時代のルール形成

へ接続しようとしている。

その意味で、キーワードは「保護」から「収益化」へ、さらに「収益化」から「再投資循環」

へである。5年5,000億円の公的投資が本当に意味を持つのは、クリエイター、制作会社、出版

社、ゲーム会社、音楽会社、映像会社、投資家、自治体、プラットフォーム、政府が、知財を

起点にした価値創造サイクルを共有できた場合である。

一方で、政策が補助金配分に矮小化されれば、国際競争力は高まらない。日本の課題は、作品

を作る力ではなく、作品と技術を世界市場で長期的に稼がせる制度・人材・資本・契約・標準

の弱さにある。今回の提言案は、その弱点に正面から向き合う契機になり得る。
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